
1 総括

人件費の状況（普通会計決算）

29 27

28

職員給与費の状況（普通会計決算）

28

注 1

2
.

3 　職員手当には退職手当を含みません。
4 　職員数は平成28年4月1日現在の人数です。

ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

注 1

2

※

計 B

　対象外

平成29年4月1日のラスパイレス指数が、3年連続で上昇している理由

期末・勤勉手当

3,242,187

給与費
給料 職員手当

（参考）類似団体
一人当たり給与費

5,8675,440

一人当たり給与費

B/A

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水
準を示す指数です。

　人件費には、一般職員の給料、諸手当のほか、市長、議員などの特別職の給料・報
酬、各種委員会の報酬、共済組合への負担金などを含みます。

2,076,277 366,174 799,736

職員数

人

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単
純平均したものです。

高島市の給与・定員管理等について

50,316 29,548,484 799,867 4,495,594 15.2 16.9

　普通会計とは、一般会計と企業会計・事業会計を含まない特別会計を合算した会計区
分をいいます。

(3)

A

(2)

区 分

年度 596

（参考）

％
年度の人件費率

人件費率
B/A

％

人件費
Ｂ

千円

歳出額 実質収支

千円千円
A

(1)

年度
人

住民基本台帳人口
区 分

(平成 年1月1日）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

H26

96.5

H26

98.4

H26

98.6
H27

97.0

H27

98.5
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H28
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98.5
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99.1
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(4)  給与制度の総合的見直しの実施状況について

① 給料表の見直し

[ ・ ]

② その他の見直し

2 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)　職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況 (平成29年4月1日現在)

① 一般行政職

歳

② 技能労務職

円

-

384,971

平均給与月額
（国比較ベース）

336,319

376,972

410,719

350,795

円

歳

41.3

42.5

43.6

41.8

平均給料月額

307,200

326,948

330,531

314,916

実施 未実施

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日
（内容）一般行政職の給料表について、国（俸給表水準を平均2％引き下げ）に準じて見直
しを実施。激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日）まで）の経過措置（現給保障）を
実施。
　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

　管理職員特別勤務手当は平成27年4月1日から、単身赴任手当については平成28年4月1日
から、国と同様に見直しを実施。

平均年齢

歳

平均給与月額
（A）

345,584 円 円

国

歳滋賀県 円

区分

高島市 円

円 円430,968

円 円

類似団体 円円 円

区分
公　　務　　員 民　　　間

（A） （国比較ベース） （B）
平均給与月額 平均給与月額対応する

民間の
類似職種

平均年齢平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

高島市 50.3 歳 34 人 276,400 円 305,265 円 288,294 円 － - 歳 - 円

内清掃
作業員 46.5 歳 15 人 265,500 円 304,027 円 280,173 円

廃棄物処理
業従業員 45.7 歳 293,000 円

円
内給食
調理員 53.6 歳 7 人 266,200 273,057 円 調理士 41.5 歳 258,400

人 301,700 円

279,757 円

内
運転手 53.6 歳 3 357,733 円

円

314,900 円

円

歳

円204,300自家用乗用自
動車運転者 60.8

-円 － -歳

歳

319,730 円 352,864

円 328,360

円 368,975

-国 50.6 2,722 人

滋賀県 54.8 歳 157 人

歳 30 人 309,081 －

286,833 円 －歳 円

- 歳 - 円

- -

円 340,921 円 326,053 円類似団体 51.1

【概要】
　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げおよび地域手
当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。



③ 教育職

歳

※民間データは、賃金構造基本調査において公表されているデータを使用しています。
（平成26～28年の3ヵ年平均）

区分

参   考

A/B

円 - -

年収ベース（試算値）の比較
公務員

C/D

円高島市 - 4,783,680

（C） （D）
民  間

内清掃
作業員 1.04 4,808,724 円 4,023,000

内給食
調理員 1.08 4,522,584 円

2.04

1.20

3,480,500 1.30

円

円

円
内
運転手 1.75 5,635,896 円 2,765,700

- 円

類似団体 38.3 歳 - 人 284,401 円

- 円 - 円国 - - 人

円 - 円

円 261,722 円

41.3 歳 - 人 353,109 413,785円

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点に
おいて完全に一致しているものではありません。

人 250,700 円 270,789高島市 32.3 歳 9

滋賀県

区分 平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

（A） （国ベース）

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を
12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては
前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

注２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手
当、時間外手当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査
において明らかにされているものです。「平均給与月額（国ベース）」は、国家公
務員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないこと
から、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

319,579 円 - 円

注１ 　「平均給料月額」とは高島市は平成29年4月1日現在における各職種ごとの職員の
基本給の平均です。



職員の初任給の状況

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 (平成29年4月1日現在)

(平成29年4月1日現在)

円 285,100 円 286,500 円
技能労務職

高校卒 円

円

中学卒

円
一般行政職

大学卒

(3)

区分

高校卒

経験年数20年

353,500

経験年数10年

262,900

円-円 132,700 円
技能労務職

国

円

大学卒 178,200 円 185,800

円

円

円

円 154,000

146,100 円

139,500 円

円

-

146,100

(2)

区分 高島市

178,200

滋賀県

一般行政職
151,500

243,700

-

-

高校卒

高校卒

中学卒 123,900

円

296,500 円

260,100 円

- 円

経験年数25年

378,300 円

361,400 円

274,500 円

経験年数30年

407,500 円

395,900 円

287,800 円



3 一般行政職の級別職員数等の状況

一般行政職の級別職員数の状況

注 1 高島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

昇給への人事評価の活用状況

(平成29年4月1日現在)

-

円

392,200 円

409,400 円

最高号給の給料月額

246,600 円

303,400 円

349,200 円

444,100 円

380,200

-

円

円

円

円

円

１号級の給料月額

141,600

191,700

227,900

261,100

287,100

317,700

円361,800

円

％

13.2

25.5

18.0

5.6

9.8

％

18.6 ％

％

％

％

構成比

％

％9.3

課長

部長・次長

96

68

職員数

21

人

人

人

(2)

合計

7 級

人

3 主任

参事

37

35

100.0377-

人

6 級

級

4 級

人

(1)

級

1 級

標準的な職務内容

主事

主査

級5 課長・主監

2 級

70

50

人

人

一般職員

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

平成29年4月2日から平成30年4月
1日までにおける運用

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

管理職員

イ．人事評価を活用している

ロ．人事評価を活用していない

活用予定時期

○ ○

平成31年度 平成31年度

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

1級 15.9% 1級 16.5% 1級 18.6% 

2級 7.0% 2級 7.7%
2級 13.2% 

3級 27.8% 3級 26.5%

3級 25.5% 

4級 22.0% 4級 23.1%
4級 18.0% 

5級 6.4% 5級 5.7% 5級 5.6% 

6級 12.0% 6級 10.8% 6級 9.8% 

7級 8.9% 7級 9.7% 7級 9.3% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

27 28 29

直近３年間の構成割合



4 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当

28 年度支給割合） 28 年度支給割合） 28 年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5%～15% ・役職加算　5%～20%
・管理職加算　10%～25%

注 （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

退職手当 (平成29年4月1日現在)

月分

月分
月分
月分
月分

月分
月分
月分
月分

月分
月分
月分
月分

29.145
41.325

勤続25年

活用予定時期

高島市区　　分

29.145

勧奨・定年

その他の加算措置

勤続35年

勤続20年

最高限度

25.55625

標準の成績率のみ（一律）

自己都合

49.59

ロ．人事評価を活用していない

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○

）

一般職員

　職制上の段階、職務の級等による加算措置　職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60
（1.45）

月分

）

・職務段階別加算　5%～20%
・管理職加算　15%、20%

月分

（平成
期末手当

千円

○ ○ ○

勤勉手当 勤勉手当
2.60

（1.45）

）

49.59
41.325

49.59 49.59

平成29年度中における運用 管理職員

(1)

期末手当

月分
2.60

（1.45）
月分

2.60
（1.45）

滋賀県

1,750

（平成（平成

2,268 千円 20,919 千円 -

イ．人事評価を活用している ○

国
(支給率）

○

注

1人当たり平均支給額 -

定年前早期退職特例措置
2%～45%加算

定年前早期退職特例措置
2%～45%加算

千円

定年前早期退職特例措置
2%～20%加算

　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した一般職員に支給された平均
額です。

千円2,268

49.59
49.59

25.55625

34.5825
25.55625

34.5825
20.445 月分

月分
月分

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

- 千円1,379

勤勉手当

34.5825

1.7
（0.80）

20.445
自己都合 勧奨・定年

（

高島市 国

1.7
（0.80）

1.7
（0.80）

1.7
（0.80）

月分

千円

期末手当期末手当

平成28年度
1人当たり
平均支給額

（ 平成28年度

月分

(2)

1人当たり
平均支給額

（ 平成28年度
1人当たり
平均支給額



地域手当 (平成29年4月1日現在)

28 年度普通会計決算）
28 年度決算）

特殊勤務手当 (平成29年4月1日現在)

28 年度普通会計決算）

28 年度決算）

28 年度決算）

時間外勤務手当

28 年度普通会計決算）

28 年度普通会計決算）

27 年度普通会計決算）

27 年度普通会計決算）

（平成

（平成

（平成

（平成

（平成

（平成支給職員1人あたり平均支給年額

支給実績

職員1人当たり平均支給年額

支給実績
支給職員1人当たり平均支給年額

支給実績

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

-

（平成

行旅死亡人処置手当

-

2

1件 1,000円

-

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

1件 300円

(4)

0 ％

手当の名称

0 円

主な支給対象職員

手当の種類

-

円0
国の制度

0 千円

種類

職員全体に占める手当支給対象職員の割合

千円0

(3)

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

千円

動物死体処理手当

470

有害鳥獣等の死体処理

千円

行旅死亡人の処置

111,823 千円

368

(5)

千円

94,911支給実績

職員1人当たり平均支給年額

注 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と
同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員を除く）です。

（平成

（平成



その他の手当 (平成29年4月1日現在)

28 28

～ 5km
5km ～ 10km
10km ～ 15km
15km ～ 20km
20km ～ 25km
25km ～ 30km
30km ～ 35km
35km ～ 40km
40km ～ 45km
45km ～ 50km
50km ～ 55km
55km ～ 60km
60km ～

(6)

国の
制度
との
異同

国の
制度と
異なる
内容

支給実績
内 容 お よ び 支 給 単 価

支給職員1人当た
り平均支給年額

年度普通会計決算 年度普通会計

扶
養
手
当

配　　　 偶 　　　者 10,000 円

同

5,000 円

- 71,705 千円 249,843 円

子（配偶者有） 8,000 円
子（配偶者無） 10,000 円

父母等（配偶者有） 6,500 円
父母等（配偶者無） 9,000 円

特 定 期 間 の 加 算

282,014 円

住
宅
手
当

職員の居住する借家・借間

同 -
家賃23,000円以下

家賃23,000円を超え
55,000円未満

(家賃額－23,000円)×
1/2＋11,000円

20,587 千円

家賃55,000円以上 27,000円

家賃額－12,000円

71,519

初
任
給
調
整

手
当

専門的知識を必要とし、か
つ採用による欠員の困難と
認められる職員の初任給に
ついてその水準を調整する
ための手当

月額2,500円～
413,800円

同 - 0

通
勤
手
当

交通機関

同 - 36,403 千円

通勤のために交通機関
等の利用を常例とし、
運賃等の負担を常例と
し、徒歩により通勤す
るものとした場合の通
勤距離が片道2km以上で
あること

運賃等相当額が
55,000円以下につい
ては運賃等相当額

自動車等の使用者

通勤のために
自動車等の使
用を常例とす
ること、 徒歩
により通勤す
るものとした
場合の通勤距
離が片道2km以
上であること

2,000 円
4,200 円
7,100 円

31,600 円

10,000 円
12,900 円
15,800 円
18,700 円
21,600 円
24,400 円
26,200 円
28,000 円
29,800 円

円

千円 0 円



28 28

円

円

円

円

円

円

円

内 容 お よ び 支 給 単 価

千円 138,041
夜
間
勤

務
手
当

正規の勤務時間として午後10時
から翌日午前5時までの間に勤務
を命ぜられた職員に支給

勤務1時間当
たりの給与額

×25/100
同 － 10,215

千円 299,425
休
日
勤

務
手
当

正規の勤務時間として休日・年
末年始に勤務を命ぜられた職員
に支給

勤務1時間当
たりの給与額
×135/100

同 － 21,858

管
理
職
員

特
別
勤
務

手
当 － － 6,100 千円 29,187

3,000 円平日0～5時

主監・参事
週休日等

平日0～5時 2,000 円

  900km～1,100km

1,100km～1,300km

1,300km～1,500km

2,500km～

週休日等
部長・次長・課長

官署を異にする異
動又は官署の移転
に伴い、転居し、
やむを得ない事情
により同居してい
た配偶者と別居
し、単身で生活す
ることを常況と
し、距離制限
(60km)を満たす職
員

定　額

加
　
　
算
　
　
額

  100km～  300km

  300km～  500km

  500km～  700km

  700km～  900km

部　長

課　長 円－ － 87,300

6,000 円

4,000 円

77,400

円

管
理
職
手
当

主　監

参　事

417,703千円

34,000

22,600

53,000

41,600

次　長

円－ 16,363 64,676千円

円360,000720 千円-同

同

4,200 円

5,900 円

2,000 円

21,000 円

16,000 円

宿
日
直
手

当

単
身
赴
任
手
当

24,000 円

32,000 円

一般の宿日直

研修施設等における当直

訪問看護ステーションにおける当直

常　直

8,000 円

64,000 円

40,000 円

46,000 円

52,000 円

70,000 円

30,000 円

1,500km～2,000km 58,000 円
2,000km～2,500km

年度普通会計決算 年度普通会計

国の制
度との
異同

国の制
度と異
なる内

容

支給職員1人当た
り平均支給年額

支給実績



5　特別職の報酬等の状況

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

（平成 29 年度支給割合）

（平成 29 年度支給割合）

円
円

注 1

6　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人

人

人

人

注１　職員数は一般職に属する職員数です。
　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
　３　その他は国民健康保険・介護保険・介護老人保健に従事する職員数です。

750,000
585,000
400,000
340,000
310,000

(平成29年4月1日現在)

給　料　月　額　等

15

596

14

79

415

その他

271

118.25

人口1万人当たり職員数 191.39
小　計 363

106

(類似団体の人口1万人当たり職員数）

普
通
会
計
部
門

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　院
水　道
下水道

0
△ 5

411

36

106

29
14
38

4

人員配置の見直し、退職者不補充など74

0

82.48人口1万人当たり職員数

0
△ 3

2

報
酬

129
20 △ 1

5

21税　務
121

0
総　務

　　　　　　　　区
分

議 員

退職時の報酬月額×支給率（0.26）×勤続月数

3.25

3.25

退
職
手
当

収 入 役
議 長
副 議 長

計

小　　計

消防部門
教育部門

一
般
行
政
部
門

土　木

衛　生
民　生

議　会

商　工
農林水産
労　働

65
114
68
0

32
0

7

276
12
9

5
△ 3

2

595 △ 1

合　　計
4

1
5

70

[ 1,091 ］
959

71
368

[ 1,091 ］

主 な 増 減 理 由

8

対前年
増減数

115

5

職 員 数

平成28年 平成29年

[ 　　0 ］

人員配置の見直し、支所機能の見直
し、退職者不補充　など

退職者欠員補充、企業会計移行　な
ど

(類似団体の人口1万人当たり職員数） 55.72

73.33

△ 3

人口1万人当たり職員数

963

1

区　　　分

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額
市 区 町 村 長 1,037,000 440,000
副 市 長 857,000 578,000
議 長 629,000 350,000

300,000
議 員 522,000 280,000

月分

退職時の報酬月額×支給率（0.43）×勤続月数

副 議 長 575,000

市 区 町 村 長
副 市 長 月分期

末
手
当

　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額および支給率に基づき、1
期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

支給時期
市 区 町 村 長 15,480,000

任期毎
副 市 長 7,300,800

1期の手当額算定方式



(2)　年齢別職員構成の状況

　

（3）職員数の推移

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人38925 932 940 959 959 963

-6

324 337 347 360 363 368 44

601 595 593 599 596 595

74 -20

103 102 104 106 106 106 3

403 412 411 415 11

94 88 86 81 79

(平成29年4月1日現在)

-1.00%

13.58%

4.11%

過去5年間の
増減数（率）

2.72%

-21.28%

2.91%

平成
28年度

平成
29年度

404 405一般行政

教育

消防

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

52歳

31歳

～ ～

人

年度

部門別

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

人 人

44歳 48歳

35歳 39歳 43歳

～

47歳

人人

～

人 人

51歳 55歳 59歳 以上

3 58 105 102 85 116

人 人 人

23歳

77 6 963123 107 95 86

人 人

区分

20歳 20歳 24歳

未満

28歳 32歳 36歳

～

40歳 56歳

～

職員数
人

60歳

計
～ ～ ～ ～

27歳

0.3

6.0

10.9 

10.6 

8.8 

12.0 

12.9 

11.1 

9.9 

8.9 

8.0 

0.6 

0

2

4

6

8

10

12

14

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

％

構成比

５年前の構成比



7 公営企業職員の状況

（１）水道事業

①　職員給与費の状況
ア　決算

27

28

注 資本勘定支弁職員に係る職員給与費 千円を含みません。

28

注 1 　職員手当には退職手当を含みません。
2 　職員数は平成29年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項

特にありません。

②　職員の平均年齢、基本給および平均月収額の状況

注 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

28 年度支給割合） 28 年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5%～15% ・役職加算　5%～15%

注 （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

1,342 千円1,368 千円

高島市（普通会計）
1人当たり
平均支給額

（ 平成28年度 ）

（平成（平成
勤勉手当期末手当 勤勉手当 期末手当

　職制上の段階、職務の級等による加算措置　職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.7
（0.80）

月分
2.60

（1.45）
月分

1.7
（0.80）

月分
2.60

（1.45）
月分

40.8 453,326 円歳

312,949 円 466,013

円290,307

水道事業 46.4 歳 円

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

に占める職員給与費比率
総費用に占める職員
給与費比率　B/A

給与費

千円

992,174

千円

職員数
A

14,105

％

計 B

実質収支 B

（参考）市町村平均
一人当たり給与費B/A

年度
人

13 72,6987,917 17,783 6,166

区 分

6.6

千円

純損益又は 職員給与費

5,592

一人当たり給与費

％

8.5

区 分
総費用

A

113,636 65,429

46,998

年度

給料 職員手当 期末・勤勉手当

1人当たり
平均支給額

（ 平成28年度 ）

千円 千円 千円 千円

(平成29年4月1日現在)

水道事業

千円 千円

(参考） 年度の総費用

44.4 343,701 円 513,093 円歳

市町村平均

団体平均



イ　退職手当

注

ウ　地域手当 (平成29年4月1日現在)

28 年度水道事業会計決算）

28 年度決算）

エ　特殊勤務手当 (平成29年4月1日現在)

該当なし

オ　時間外手当

28 年度水道事業会計決算）

28 年度決算）

27 年度水道事業会計決算）

27 年度決算）

カ　その他の手当

高島市の制度と同じ

（平成

（平成

（平成

（平成

（平成

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

月分

千円

支給実績 3,756

高島市の制度

-

月分

月分

月分

月分

月分

千円

0 円

職員1人当たり平均支給年額 417 千円

4,114 千円

職員1人当たり平均支給年額 411

(平成29年4月1日現在)

支給実績

支給職員1人当たり平均支給年額

- - -

支給実績

支給対象地域

千円

　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した一般職員に支給された平
均額です。

千円 - 千円 -1人当たり平均支給額

その他の加算措置
定年前早期退職特例

2%～20%加算
定年前早期退職特例

2%～20%加算

最高限度 49.59 49.59 49.59月分

29.145 34.5825 29.145

千円 -

49.59

-

月分

月分

20.445 25.55625 20.445

34.5825

勤続35年 41.325 49.59 41.325 49.59

勤続25年

区　　分 水道事業 高島市

勧奨・定年
25.55625

(支給率） 自己都合 勧奨・定年 自己都合

勤続20年

注 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」
と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員を除く）です。

（平成

支給率 支給対象職員数

0

千円



（2）病院事業

①　職員給与費の状況
ア　決算

27

28

28

注 1 　職員手当には退職手当を含みません。
2 　職員数は平成29年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項

特にありません。

②　職員の平均年齢、基本給および平均月収額の状況

注 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

28 年度支給割合） 28 年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～15%

注 （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

計 B

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60
（1.45）

月分
1.7

（0.80）
月分

2.60
（1.45）

月分
1.7

（0.80）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分

（平成 （平成

1人当たり
平均支給額

（

1,451 千円 1,342 千円

病院事業 高島市（普通会計）

市町村平均 40.8 290,307 円 453,326 円

6,848

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

596,872 円

1,898,052 7,162

病院事業 42.2 歳 320,880 円

年度
人

265 998,124

千円

515,411 384,517

47.0

区 分
職員数 給与費 一人当たり給与費 （参考）市町村平均

一人当たり給与費A 給料

年度
千円 千円 千円 ％ ％

5,083,895 -297,718 2,421,773 47.6

年度の総費用
A 実質収支 B 給与費比率　B/A に占める職員給与費比率

区 分
総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める職員 (参考）

平成28年度 ）
1人当たり
平均支給額

（ 平成28年度 ）

千円 千円 千円 千円
B/A職員手当 期末・勤勉手当

千円

(平成29年4月1日現在)

団体平均 40.4 325,098 円 566,499 円

歳

歳



イ　退職手当 (平成29年4月1日現在)

ウ　地域手当 (平成29年4月1日現在)
28 年度病院事業会計決算）

28 年度決算）

エ　特殊勤務手当 (平成29年4月1日現在)
28 年度病院事業会計決算）

28 年度決算）

28 年度決算）

手当の名称

（平成

月分
月分 月分 月分 月分

（平成

（平成
（平成

月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

30,000円

1,000円

5,000円

6,000円～36,000円

1,000円

400,000円

10,000円

10,000円

3,000円～10,000円

20,000円

右の業務に従事した職員

医師

医師

医師

医師

医師

医師（医師）

医師

医師

産婦人科医師

産婦人科医師

医師

主な支給対象職員

医師（病院長）

医師（副院長）

医師（科長）

医師（部長）

医師（医長）

医師（副医長）

新たな入院患者の主治
医としての業務
他の医療機関に患者を
紹介する業務

病院業務

分娩業務

勤務時間外の緊急手術

勤務時間外の緊急処置

主な支給対象業務

病院業務

病院業務

病院業務

病院業務

病院業務

％

手当の種類 6 種類

職員全体に占める手当支給対象職員の割合

支給実績 0 千円
支給職員１人当たり平均支給年額 0 円

高島市の制度
-

1回

月額

1回

医業手当

病院業務

病院業務

1回他科が行う手術の補助

へき地医療
公衆衛生活動等の院外
における診療等

1日

臨床研修医の指導

週休日等の救急医療
（日当直）

注

支給実績 235,301

92.8

支給対象職員1人あたり平均支給額

月額

320,000円～620,000円

260,000円～560,000円

月額

1回

1回

1回

240,000円～540,000円

150,000円～450,000円

100,000円～400,000円

956,508 円

1人 500円

月額

月額

1人

月額

月額

- - -
支給対象地域 支給率

月額

左記職員に対する支給単価

600,000円～900,000円

400,000円～700,000円

千円

49.59 49.59

千円

　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した一般職員に支給された平均額
です。

1人当たり平均支給額 819 千円

その他の加算措置
定年前早期退職特例

2%～20%加算
定年前早期退職特例

2%～45%加算

勤続25年 29.145 34.5825 34.5825

勤続35年
最高限度 49.59

千円 -

29.145

勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

49.59

19,668 千円 -

20.445 25.55625

41.325 49.59 41.325 49.59月分 月分 月分

支給対象職員数

月額

区　　分 病院事業 高島市
(支給率） 自己都合
勤続20年 20.445 25.55625

（平成



オ　時間外手当

28 年度病院事業会計決算）

28 年度決算）

27 年度病院事業会計決算）

27 年度決算）

カ　その他の手当

高島市の制度と同じ

（平成

（平成

（平成

年末年始手当 1回

支給実績 136,815 千円

職員1人当たり平均支給年額 648 千円

300円

4,000円～6,000円

左記職員に対する支給単価

1回

1回

5,000円～10,000円

3,140円～7,940円

1,000円

右の業務に従事した職員

助産師、看護師、准看護師

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した管理職員

右の業務に従事した職員

主な支給対象職員

X線その他の放射線を人
体に照射する作業およ
びその補助作業

平日勤務時間外におい
て救急患者等に対応す
るため、緊急呼出を受
けて行った業務

年末年始における特定
勤務

職員1人当たり平均支給年額 556 千円

夜間看護等手当

支給実績 122,293 千円

死体処理作業手当

放射線取扱手当

緊急呼出手当

日額

1件

深夜における勤務

主な支給対象業務

患者の死体処理

（平成

注 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同
じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員を除く）です。

手当の名称



（3）介護老人保健施設事業

①　職員給与費の状況
ア　決算

27

28

28

注 1 　職員手当には退職手当を含みません。
2 　職員数は平成29年3月31日現在の人数です。

イ　特記事項

特にありません。

②　職員の平均年齢、基本給および平均月収額の状況

注 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

28 年度支給割合） 28 年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～15%

注 （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

計 B

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置
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月分
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（0.80）
月分

2.60
（1.45）

月分
1.7

（0.80）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分

（平成 （平成

1人当たり
平均支給額

（

1,284 千円 1,342 千円

介護老人保健事業 高島市（普通会計）

市町村平均 40.8 290,307 円 453,326 円

円45.2 歳 288,560 円

5,435

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

456,243

B/A

年度
人

36 120,671 30,198 46,228 197,097 5,475

52.6

区 分
職員数 給与費 一人当たり給与費 （参考）市町村平均

一人当たり給与費A 給料 職員手当 期末・勤勉手当

年度
千円 千円 千円 ％ ％

458,032 1,045 240,080 52.4

年度の総費用
A 実質収支 B 給与費比率　B/A に占める職員給与費比率

区 分
総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める職員 (参考）

平成28年度 ）
1人当たり
平均支給額

（ 平成28年度 ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(平成29年4月1日現在)

歳

団体平均 45.0 歳 292,664 円 445,345 円

介護老人
保健施設

事業



イ　退職手当 (平成29年4月1日現在)

ウ　地域手当 (平成29年4月1日現在)
28 年度介護老人保健事業会計決算）

28 年度決算）

エ　特殊勤務手当 (平成29年4月1日現在)
28 年度介護老人保健事業会計決算）

28 年度決算）

28 年度決算）

オ　時間外手当

28 年度介護老人保健事業会計決算）

28 年度決算）

27 年度介護老人事業会計決算）

27 年度決算）

カ　その他の手当

高島市の制度と同じ

（平成

（平成

（平成

（平成

（平成

月分 月分 月分 月分

（平成
（平成

月分 月分
月分 月分 月分 月分

職員1人当たり平均支給年額 76 千円

（平成

月分 月分 月分 月分
月分

右の業務に従事した職員 1回深夜における勤務

千円

支給実績 2,289 千円

1,000円

支給実績 2,213 千円

介護士、看護師、准看護師 1件

430,576 円

手当の種類 3 種類

支給対象職員1人あたり平均支給額

高島市の制度
-

支給実績 14,209 千円

職員全体に占める手当支給対象職員の割合 91.7 ％

支給対象地域 支給率

患者の死体処理

医業手当 医師（施設長） 月額

主な支給対象業務

医療業務

左記職員に対する支給単価

死体処理作業手当

385,000円
6,800円もしくは8,800円

主な支給対象職員

職員1人当たり平均支給年額 71

- - -

手当の名称

夜間看護等手当

支給対象職員数
支給職員１人当たり平均支給年額 0 円

- 千円

　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した一般職員に支給された平均額
です。

注

支給実績 0 千円

その他の加算措置
定年前早期退職特例

2%～20%加算
定年前早期退職特例

2%～45%加算

1人当たり平均支給額 - 千円 - 千円 - 千円

勤続35年 41.325 49.59 41.325 49.59
最高限度 49.59 49.59 49.59 49.59

勤続20年 20.445 25.55625 20.445 25.55625

勤続25年 29.145 34.5825 29.145 34.5825

区　　分 介護老人保健事業 高島市
(支給率） 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

月分

注 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同
じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員を除く）です。

（平成


